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道内景気は、一部に持ち直しの動きもみられるが、東日本大震災以降、生産活動の落ち込

みに加え観光客の大幅な減少や個人消費の低迷により、厳しさが顕著になっている。

需要面をみると、輸出はニュージーランドやオーストラリア・西欧向けなどが増加してい

る。公共投資は、持ち直しの動きとなり減少幅が縮小している。住宅投資は、需要が減少し

前年割れに転じている。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに改善している。企業

倒産は、負債総額は減少したものの、件数は増加している。
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道内経済の動き

①個人消費～弱い動き

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．０％）は、百貨店が前年を下回っ

たが、スーパーは２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

百貨店（前年比▲９．７％）は、主力の衣料

品ほかすべての品目が前年を下回った。スー

パー（同＋０．７％）は、衣料品が前年を下回

ったが、飲食料品、身の回り品、その他品目

が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．４％）

は４ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３ヶ月ぶりに減少

３月の新設住宅着工戸数は、２，１６０戸（前

年比▲９．４％）と３ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋２０．３％）、

分譲（同＋５３．７％）はそれぞれ前年を上回っ

たが、貸家（同▲２６．３％）は前年を下回った。

平成２２年度累計では、２９，９２２戸（前年度比

＋８．４％）と前年度を上回った。利用関係別

では、貸家（同▲０．０％）は前年度並みとな

ったが、持家（同＋１１．６％）、分譲（同

＋４４．４％）はそれぞれ前年度を上回った。
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は３ヶ月ぶりに低下

３月の鉱工業生産指数は、前月比▲７．２％、

前年比では▲０．７％と３ヶ月ぶりに低下し

た。

業種別では、前年に比べ一般機械工業や木

材・木製品工業、鉄鋼業などが上昇し、金属

製品工業や輸送機械工業、印刷業などが低下

した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに増加

３月の公共工事請負金額は、１，２８２億円

（前年比＋２５．０％）と２ヶ月ぶりに前年を上

回った。

発注者別では、市町村（前年比▲１８．１％）

は前年を下回ったが、国（同＋２４．８％）、道

（同＋４６．３％）はそれぞれ前年を上回った。

平成２２年度累計では請負金額８，１９４憶円

（前年度比▲１２．６％）と前年度を下回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４４倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．０５ポイント上昇した。前年比は１４ヶ月

連続の上昇となった。新規求人数は、前年比

６．５％の増加となり１４ヶ月連続して前年を上

回った。業種別では、卸・小売業（前年比

＋１６．１％）や医療・福祉（同＋５．７％）、宿泊

業、飲食サービス業（同＋１５．８％）などが増

加した。

― ２ ―
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（資料：�北海道観光振興機構）
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⑥来道客数～８ヶ月連続で前年を下回る

３月の来道客数は、６６０千人（前年比

▲２７．６％）と８ヶ月連続して前年を下回っ

た。東日本大震災により、道外や海外からの

観光客が北海道旅行の自粛や取り止めなどに

より、大幅に減少している。

平成２２年度累計では国内観光旅行の需要低

迷などにより１１，１７１千人（前年度比▲３．２％）

と前年度を下回った。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月ぶりに増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比１４．４％

増の３３６億円、輸入が同２７．２％増の１，２３２億円

となった。

輸出は、一般機械や電気機器などが減少し

たが、鉄鋼や自動車の部分品、石油製品など

が増加し２ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石炭、石油製品など

が増加し１５ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加傾向

４月の企業倒産は、件数は５２件（前年比

＋１５．６％ ）、 負 債 総 額 は１１０億 円 （ 同

▲５０．３％）となった。件数は４ヶ月連続で前

年を上回り、負債総額は３ヶ月ぶりに前年を

下回った。

業種別では、建設業１５件、製造業、サービ

ス・他各８件、卸売業、小売業各７件などと

なった。

― ３ ―
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人員の過剰感いくぶん和らぐ
平成２３年度道内企業の新規採用と雇用動向

特別調査

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２３年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２３年４月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

釧路・十勝・根室・網走の各地域１４．６６５道 東
上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部１２．３５５道 北
渡島・檜山の各地域８．１３６道 南

道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各地域、空知地域南部２３．４１０４道 央

４１．６１８５札幌市
１００．０％４４５全 道

地 域構成比企業数

業種別回答状況

６８．５６１８９その他の非製造業
６７．９１９２８ホ テ ル ・ 旅 館 業
６３．５３３５２運 輸 業
５９．４６３１０６小 売 業
６７．８５９８７卸 売 業
７０．１１０１１４４建 設 業
６６．４３３６５０６非 製 造 業
６５．１２８４３そ の 他 の 製 造 業
５８．７２７４６鉄鋼・金属製品・機械
５７．１１６２８木 材 ・ 木 製 品
６９．１３８５５食 料 品
６３．４１０９１７２製 造 業
６５．６％４４５６７８全 産 業
回答率回答企業社数調査企業社数

地域別回答企業社数

調 査 要 項

１．雇用の現状

雇用人員判断DI（プラス３、「過剰企

業」－「不足企業」）は前年同期より４

ポイント改善し、人員の過剰感はいくぶ

ん和らいだ。

２．新規採用状況

今春、「新卒者を採用した企業」（３２％）

は前年より１ポイント低下し、低水準に

とどまった。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

「増員する企業」（１７％）が「減員する

企業」（１４％）を上回り、雇用方針DIは

プラス３となった。前年同期（マイナス

５）より８ポイント上昇し、人員確保に

転じる企業が多い。

要 約

※今回調査は３月上旬を回答期限としており、３月１１日に発生した東日本大震災
の影響は調査結果に含まれておりません。

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号
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雇用方針DI（＋３）は前年比８ポイント上昇。運輸業（＋１７）、
鉄鋼・金属製品・機械製造業（＋１６）などで人員確保の動き強い

�今後一年間の従業員の増減見通し

「現従業員で十分」（５８％、１７６社）、「随時、中途採用」（４７％、１４２
社）が上位

�新規採用しなかった企業の理由
（６８％、３０３社）

「必要あれば実施」（６２％、８８社）が前年比５ポイント上昇
�新規採用実施企業の中途採用計画
（３２％、１４２社）

「年齢構成の改善」（４６％）、「業績推移を重視」（４５％）、「人材確保
の好機」（３６％）の順

�企業の新規採用決定要因

「積極性」（８０％）、「責任感」（７４％）、「協調性」（６７％）の順�採用する際の重視項目

「予定通り」の企業（８５％）が８割台半ば�採用予定人数に対しての充足率

「良い人材を採用できた」企業（５６％）は前年比１ポイント上昇�新規採用内定者の評価

採用企業（３２％）は１ポイント低下。「採用数増加」企業は２０％、
「採用数減少」企業は６％

	新規採用状況

雇用人員判断DI（＋３）は前年比４ポイント低下し、人員の過
剰感いくぶん和らぐ


従業員の過不足感

要 点（項 目）

〈表１〉項目別の要点

特別調査
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＜図3＞従業員の過不足感 
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32
68

5

19 3

29
71

7

17 10

37
63

10

19 33

25
75

30

42
58

12

18 9

36
64

9

 

2

68

特別調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７９／本文　※柱に注意！／００４～０１０　特別調査  2011.05.16 20.15.38  Page 6 



〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１２
（－）

－
（－）

２
（－）

－
（－）

３３
（８）

－
（－）

－
（－）

４
（３）

２
（１）

�良い人材を採用できず

２４
（３８）

８７
（５０）

２９
（７５）

５４
（３９）

５０
（５５）

３９
（４５）

４４
（４６）

５７
（２９）

３４
（３３）

２０
（８３）

２７
（２９）

３５
（３８）

４２
（４４）

�従来と変わらない

７６
（６２）

１３
（５０）

７１
（２５）

４６
（６１）

３８
（４５）

６１
（５５）

５４
（５４）

４３
（７１）

３３
（５９）

８０
（１７）

７３
（７１）

６１
（５９）

５６
（５５）

�良い人材を採用できた

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

－－－－－－－－－－－－－�５割未満

－１２１４４６３５－－－９４４�５～６割台

１９－－５６３７－－２０－４６�７～８割台

１０１３－９－４６－－－－－５�９割台

７１
（７５）

７５
（９１）

８６
（１００）

８２
（７４）

８８
（９０）

９０
（８３）

８２
（８３）

１００
（１００）

１００
（８４）

８０
（８３）

９１
（９３）

９２
（８９）

８５
（８５）

�予定どおり

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

（ ）内は前年実績

（ ）内は前年実績
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〈表４〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

５
（－）

－
（８）

－
（－）

４
（４）

６
（４）

－
（３）

３
（３）

１４
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（－）

３
（２）

�その他

５
（２４）

－
（－）

１３
（－）

８
（７）

－
（４）

６
（９）

６
（９）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（７）

－
（２）

４
（７）

�公的資格がある

５
（－）

－
（８）

－
（－）

８
（４）

６
（４）

６
（１４）

６
（６）

－
（－）

－
（－）

２０
（－）

－
（－）

４
（－）

５
（５）

�学業成績

１０
（５）

１３
（－）

１３
（－）

８
（４）

－
（１３）

１３
（９）

９
（６）

１４
（１０）

－
（－）

２０
（１３）

－
（１３）

７
（９）

９
（７）

�リーダーシップ

－
（５）

－
（－）

１３
（２０）

８
（１４）

１２
（８）

１６
（３）

９
（７）

１４
（１０）

－
（－）

②
６０
（２５）

１８
（２７）

２１
（１５）

１２
（９）

�地元出身者である

４３
（１９）

－
（８）

１３
（４０）

１７
（７）

６
（８）

２５
（２３）

２１
（１５）

４３
（３０）

４０
（５７）

２０
（１３）

９
（２０）

２５
（３２）

２２
（２０）

�専門知識

３８
（１９）

１３
（１５）

１３
（２０）

４２
（２９）

４１
（２９）

２２
（２０）

３１
（２３）

２９
（２０）

２０
（２９）

－
（５０）

９
（１３）

１４
（２６）

２８
（２４）

�自立性

③
６７
（３８）

③
６３
（６９）

④
６３
（６０）

４６
（２５）

４７
（４６）

５３
（５１）

５５
（４４）

４３
（４０）

２０
（２９）

２０
（３８）

１８
（１３）

２５
（２８）

４９
（４０）

	一般常識

５２
（４３）

③
６３
（６９）

５０
（６０）

５４
（３２）

３５
（５０）

５０
（６０）

５０
（５０）

②
７１
（６０）

①
６０
（３６）

２０
（３８）

２７
（４７）

４３
（４５）

４９
（４９）


コミュニケーション能
力

５２
（７１）

①
７５
（６９）

①
８８
（４０）

②
７１
（４３）

５９
（５０）

④
６３
（５４）

６５
（５５）

２９
（５０）

４０
（４３）

②
６０
（６３）

５５
（６０）

４６
（５３）

６１
（５４）

�誠実性

③
６７
（６２）

③
６３
（５４）

②
７５
（８０）

③
５８
（６４）

③
７１
（５８）

②
７８
（６６）

③
６９
（６３）

④
５７
（８０）

４０
（７９）

①
８０
（６３）

③
６４
（３３）

③
６１
（６２）

③
６７
（６２）

�協調性

①
８１
（６２）

③
６３
（６９）

②
７５
（８０）

③
５８
（７５）

②
８２
（５８）

①
８１
（６６）

②
７５
（６７）

②
７１
（７０）

①
６０
（８６）

②
６０
（５０）

①
８２
（６０）

②
７１
（６８）

②
７４
（６７）


責任感

①
８１
（８１）

①
７５
（８５）

④
６３
（８０）

①
８８
（８２）

①
９４
（６７）

②
７８
（８０）

①
８２
（７９）

①
１００
（８０）

①
６０
（８６）

②
６０
（７５）

②
７３
（９３）

①
７５
（８５）

①
８０
（８０）

�積極性

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績
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〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

２９
（５）

－
（－）

２５
（－）

１７
（１７）

１８
（１６）

３
（９）

１５
（１０）

－
（－）

２０
（１３）

－
（１０）

９
（１２）

７
（９）

１３
（１０）

�事業の拡大を図る

２４
（２３）

①
７１
（８）

１３
（１４）

２１
（１７）

１２
（４）

２０
（２１）

２２
（１５）

－
（２７）

２０
（１９）

２０
（１０）

－
（６）

７
（１５）

１９
（１５）

�景気動向を重視

１４
（１４）

③
４３
（６９）

２５
（７１）

２５
（１３）

２９
（２８）

１７
（１５）

２２
（２５）

１４
（２７）

②
４０
（３１）

２０
（２０）

－
（２９）

１４
（２８）

２１
（２６）

�退職者の補充にとど
める

②
３３
（１８）

１４
（１５）

－
（１４）

２１
（１７）

③
３５
（４４）

１７
（２４）

２２
（２４）

②
５７
（３６）

２０
（２５）

①
１００
（４０）

２７
（５３）

①
４６
（３９）

２７
（２８）

�生産販売部門の強化
を図る

２９
（３２）

１４
（８）

②
５０
（１４）

２５
（２７）

２４
（２０）

①
４３
（２４）

３２
（２３）

１４
（１８）

２０
（２５）

②
４０
（５０）

③
３６
（２４）

２９
（２８）

３１
（２４）

�将来の人手不足に備
える

②
３３
（５０）

④
２９
（２３）

③
３８
（１４）

③
３８
（４０）

２９
（３６）

④
３３
（３８）

③
３４
（３７）

１４
（９）

２０
（２５）

②
４０
（２０）

①
７３
（１８）

④
４３
（１９）

③
３６
（３２）

�人材確保の好機であ
る

①
４８
（３６）

①
７１
（５４）

１３
（１４）

②
４２
（５０）

①
５９
（３６）

③
４０
（４７）

②
４５
（４３）

①
７１
（５５）

②
４０
（６９）

②
４０
（３０）

③
３６
（４７）

①
４６
（５２）

②
４５
（４５）

�業績の推移を重視

２９
（５０）

１４
（４６）

①
７５
（４３）

①
５４
（３３）

①
５９
（４０）

①
４３
（４４）

①
４６
（４２）

②
５７
（４６）

①
６０
（３８）

２０
（３０）

②
４６
（４１）

①
４６
（３９）

①
４６
（４１）

	年齢構成の改善を図
る

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

１４
（２７）

１４
（８）

５０
（２９）

２５
（２０）

２９
（２８）

３９
（４２）

２９
（２８）

４３
（４５）

４０
（３１）

２０
（２０）

３０
（２９）

３３
（３１）

３０
（２９）

�未定

５
（１４）

－
（２３）

１２
（１４）

８
（２０）

１８
（２４）

６
（３）

８
（１５）

１４
（９）

－
（６）

－
（２０）

１０
（１８）

８
（１３）

８
（１４）

�中途採用はしない

８１
（５９）

８６
（６９）

３８
（５７）

６７
（６０）

５３
（４８）

５５
（５５）

６３
（５７）

４３
（４６）

６０
（６３）

８０
（６０）

６０
（５３）

５９
（５６）

６２
（５７）

	必要あれば随時、中途
採用をする

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

（ ）内は前年実績
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〈表７〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

５
（－）

２
（３）

３
（５）

２
（２）

－
（８）

５
（－）

－
（－）

４
（－）

３
（２）

２
（２）

�その他

８
（－）

－
（－）

４
（－）

５
（５）

２
（－）

５
（６）

５
（３）

５
（－）

－
（９）

－
（－）

７
（－）

４
（２）

４
（３）

�募集したが、人材がい
なかった

５
（１１）

２０
（９）

９
（９）

１３
（１０）

１２
（１５）

１９
（１４）

１３
（１２）

５
（８）

５
（１４）

－
（６）

４
（１４）

４
（１１）

１１
（１２）

�教育・訓練に時間がか
かる

③
２３
（２９）

②
４０
（５５）

－
（１２）

③
４２
（３７）

５
（１８）

５
（８）

１６
（２０）

２５
（２３）

１０
（１４）

２０
（１９）

③
３３
（３６）

③
２３
（２４）

１８
（２１）

�パート・アルバイトを
活用する

１３
（１７）

②
４０
（３６）

９
（１２）

１６
（１２）

③
２４
（１０）

③
２８
（３４）

③
２１
（２１）

③
３５
（１２）

５
（５）

②
４０
（４４）

１１
（４）

２０
（１３）

③
２１
（１９）

�採用する余裕がない

②
４６
（４６）

②
４０
（２７）

①
７４
（５０）

②
５０
（４６）

②
３９
（４０）

②
４３
（３２）

②
４７
（４０）

①
５０
（５４）

②
５０
（４６）

２０
（２５）

②
５６
（６４）

②
４８
（５０）

②
４７
（４３）

�随時、中途採用する

①
５６
（５７）

①
６０
（５５）

②
６１
（６５）

①
５３
（６１）

①
７３
（７０）

①
５４
（６２）

①
５９
（６３）

①
５０
（８１）

①
５５
（６４）

①
５０
（５６）

①
５９
（５４）

①
５５
（６４）

①
５８
（６３）

�現従業員で十分

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

０△２１△５１１△８△１９△７△１８３△１３１９０△５前年同時期DI

１０６１７５△２△１４△７１６△１９５１３雇用方針DI（A－C）

１３５７８１４１８１３２１８３８８１６１４	減少する

６４８４６９７９７４６５７０６５６８４３７９６７６９
変わらない

２３１１２４１３１２１７１７１４２４１９１３１７１７�増加する

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

特別調査
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今回の調査では、人員過剰感は和らいだものの、新規採用企業数はほぼ横ばいで推移しま

した。人材確保の好機ではあるものの、業況の厳しさや教育の難しさなどからなかなか新卒

採用に踏み切れない、という声が多く聞かれました。一方では、人員の抑制基調が続いたこ

とから、年齢構成の是正や中堅社員育成の必要性も高まっています。このような中、企業は

中途採用や社内・グループ企業内での人材交流に重点を置くことにより、これらの問題に対

応しようとしています。

なお、３月１１日に発生した東日本大震災は、これからの道内の雇用環境に大きな影響を及

ぼすものと思われます。

中途採用や人材交流に重点
〈企業の生の声〉

経営のポイント

＜製菓業＞ ２０代の社員が圧倒的に多く、将

来、会社を支える３０～４０代の中堅社員が手薄

という問題を抱えている。新卒採用だけでは

解決困難なため、中途採用も考慮する必要が

ある。

＜製菓業＞ 昨今の厳しい就職状況は人材確

保のチャンスである。大卒の専門性の高い人

材と接触しやすいばかりでなく、採用費用に

ついても各種補助金等の施策があるため、新

規採用実施へのハードルは低くなっている。

＜水産加工業＞ 数回にわたり、パート職員

を採用した。面接では意欲がありそうだが、

実際に働かせてみると、重労働のためか続か

ない。

＜水産加工業＞ 新規採用は当然、業績に左

右される。しかし、人材は簡単には育たない

ので、毎年採用を見送るわけにはいかない。

＜食肉加工業＞ 現在の経営環境において

は、一定の利益を確保するために人件費をあ

る程度抑えることも必要となる。中小企業に

とって、人材確保には最良の時期であるとは

思うが、中小企業ゆえ、それがままならない

のも、また現実である。

＜乳製品製造業＞ 時間外労働がかなりの水

準に達している。親会社がグループ全体での

人材活用を模索しており、これを利用して、

他企業から出向者を受け入れることで改善を

図りたい。

＜製材業＞ 経験者を募集しているが、同業

者が少なくなったためか全く応募がない。

＜農業資材製造業＞ 採用は毎年だが、経営

体制の構築は１０年単位で取り組むべきもので

あり、それぞれスパンが違う。安定した経営

状況を持続させることを優先しているため、

新規採用まで頭が回らない。

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号
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＜印刷業＞ 新規採用をすると、社会生活や

職場生活を一から指導することになる。中小

企業では、よほど会社に余力があるか、教育

システムが構築されていないと難しい。

＜型枠工事業＞ 組合で訓練校を運営してい

たが、応募数が減少したうえ、卒業後各企業

に入社してもすぐに辞めてしまう。それまで

の経費が無駄になるため閉校した。

＜建設業＞ 事業部ごとに人員の余剰や不足

が生じている。事業部間の人事交流を活発化

し、改善をはかる。

＜建設業＞ ベテラン社員の働きは業績維持

に不可欠だが、新規採用も計画的に進めて年

齢構成の改善を図る。また、人件費削減のた

め、６０才からは１年ごとに給与を引き下げ、

６５才以上はアルバイトとするなど、雇用条件

を工夫している。

＜左官業＞ 技能工の高齢化により、業界全

体の競争力が年々低下している。若い技能工

を増やし、育てたい。

＜農業資材卸売業＞ 次の理由から、中途採

用をしている。①取引先の農家は高齢の方が

多いため、当社の担当もある程度の年配者が

良いように思う。②突然のリストラなど、厳

しい経験をした人の中から人材を探したい。

＜建材卸売業＞ 業績から判断すると、人員

は多い。しかし、地域の雇用安定を目指すこ

とも地元企業の責任と考えている。一人当た

りの生産性向上を目指し、現状を維持した

い。

＜建材卸売業＞ 従業員の年齢構成を考える

と新規採用はしなければならないが、景気が

上向かない現状では、ワークシェアも含め、

雇用を確保することに重点を置いた方がいい

と思う。売上は減少しても利益を安定的に出

せるようになったら、２～３年後を目途に新

卒を採用したい。

＜自動車販売＞ 定期的に一定数の人員確保

ができる新卒採用は、受け入れ態勢（教育研

修・福利厚生など）の面からも効率的な手段

である。

＜コンビニエンスストア＞ 一時期、外国人

（主に中国人）の従業員が多くなったが、道

内からの応募が増えたため今は減少してい

る。求職者にとっては、雇用環境がさらに悪

化している感じがする。

＜食品小売業＞ 新卒採用の応募数は増加し

ているが、学生のレベルは低下している印象

を受ける。今後は中途採用者数の増加も検討

しなければならない。また、出産後の女性社

員が復職しやすいように、会社の制度充実に

力を入れている。

＜作業用品店＞ 事業拡大に伴い、採用者数

を増やす。新卒採用が中心だが、ゆとり世代

への教育の難しさを痛感しており、中途採用

も並行して行う。

＜タイヤ販売＞ やる気やコミュニケーショ

ン能力向上のため、入社後３年経過の社員を

対象として、管理者養成学校へ通わせる。

経営のポイント
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＜自動車販売＞ 経済が右肩上がりの時代は

大量採用もあったが、現在は退職者の補充に

とどめており、この傾向は今後も変わらな

い。短期的な業績と長期的な採用は本来別に

考えるべきだが、実際には、業績が悪いと採

用を抑えようという話になる。

＜石油製品輸送業＞ 石油製品輸送業のため

冬が繁忙期だが、季節乗務員を雇用して対応

している。それ以外の時期は現状の従業員で

十分なため、通年での新規採用は考えていな

い。

＜一般貨物輸送業＞ 若年層の入社希望者が

いないことが業界全体の悩みである。計画的

に新卒採用を行い、幹部候補に育て、事業継

承するというのが理想だが、当業界は「賃金

が安い」、「きつい」と人気がない。物流業と

いう業種にプライドを持って仕事ができるよ

うな環境作りが必要か。

＜観光ホテル＞ 良い人材が採用できれば、

顧客満足度が向上し売上も増える。この流れ

がはっきりと成果として見えてくるのがサー

ビス業である。このため、優秀な人材がいた

場合には、売上に対する人件費率にこだわら

ず、積極的に採用する。

＜都市ホテル＞ ここ数年、不定期で中途採

用を行っている。契約社員の中に、この中途

での正社員登用を目指している人が多数いる

ため、新卒採用はできない状況にある。

＜観光ホテル＞ 地方のホテルへの就職は敬

遠されているのではないか。原因は企業にあ

るのか、本人の適性・意欲にあるのか分から

ないが、３年以上勤務する者がいない。

＜観光施設＞ 観光シーズン（４～１０月）に

期間雇用者を毎年１０名程度採用しているが、

常用として採用する予定はない。

経営のポイント
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

１．食クラスター連携協議体（FC/NW）の活動について

食クラスター活動について

経営のアドバイス

はじめに

昨年４月、産学官金から成るオール北海道の食クラスター活動の推進母体として「食クラス

ター連携協議体（略称FC/NW）」を設置し、５月開催の発足式を経て具体的な活動がスタートし

ました。

この活動は、北海道の中心的な産業である農水産業を活かした「食産業」に着目し、「食」に

関わる幅広い産業（農林水産業・食品加工業・バイオ産業・製造機械工業・流通業・IT産業・建

設業・観光産業など）と関係機関（大学・高専・高校、試験研究機関、金融機関、行政）の相互

の連携協働を強くし、すなわち食クラスター活動を盛んにして北海道ならではの「食の総合産

業」を確立し、食資源の高付加価値化、売れる商品の開発、道外・海外への販路拡大と販売促進

に積極的にチャレンジしていく活動です。

そして「食の総合産業の確立」を通じて、道内に雇用と所得と人材を確保し、自らの価値を創

造してこれを道外・海外に向かって打ち出していく内発型産業構造の形成を目指しています。

本稿では、昨年５月の発足式以降の食クラスター活動についての取組み実績などを抜粋してご

紹介いたします。

○食クラスター連携協議体では、生産者（農業者、漁業者等）や食品加工などの食産業、観光、

流通、ものづくり（機械）、IT、建設などの関連産業のほか、研究機関、産業支援機関、金融

機関、消費者団体、行政など「北海道の食」の発展を願う多くの方々に参画して頂いており、

連携と協働により、各種事業（プロジェクト）を実施していきます。

○事務局は、道経連、JA北海道中央会、北海道経済産業局、北海道農政事務所（平成２２年１０月

より）、北海道の５機関が担っております。

○また、「全道レベルのサポート体制」を構築するため、技術支援や各種補助・支援制度に精通

し、コーディネート機能を有する４つの支援機関、（地独）北海道立総合研究機構（道総研）、

�北海道中小企業総合支援センター、ノーステック財団、�独中小企業基盤整備機構北海道支部
が参画しております。

○道内各地域においても、１４の総合振興局・振興局に「地域推進体制」が整備され、食クラス

ター活動を支援しています。

○このように、全道レベルで食に関する生産から販売までの一連の活動を支援していく体制を整

備し、「高付加価値化（技術開発、新事業、生産性向上、等）に向けた取組み」「マーケティン

グ・販路拡大の取組み」「道外からの投資促進（企業誘致など）に向けた取組み」「普及促進のた

めの取組みや調査・提言など」の活動を行っています。

食クラスター連携協議体事務局

石川 貴史
北海道経済連合会 食クラスターグループ 部長

（北洋銀行より出向）
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図表１「食クラスター連携協議体」の推進体制

＜サポート窓口＞

０１５３－２４－０２５７根室
０１５４－４３－９１００釧路０１１－２１２－７４７０中小企業基盤整備機構北海道支部
０１５５－２６－９００５十勝０１１－７０８－６５２６ノーステック財団
０１５２－４１－０６０３オホーツク
０１６２－３３－２５１６宗谷０１１－２３２－２００１北海道中小企業総合支援センター
０１６４－４２－８４０４留萌
０１６６－４６－５９００上川０１１－７４７－２９００北海道立総合研究機構（道総研）
０１３９－５２－６５００檜山
０１３８－４７－９４００渡島０１１－２０４－５９７９北海道経済部食関連産業振興室
０１４６－２２－９０３０日高０１１－６４２－５４１０北海道農政事務所
０１４３－２４－９９００胆振０１１－７３６－９７０６北海道経済産業局
０１３６－２３－１３００後志０１１－２３２－６４０９JA北海道中央会
０１１－２３１－４１１１石狩
０１２６－２０－０２００空知０１１－２２１－６１６６北海道経済連合会

総合振興局・振興局事務局・支援機関

※参画やプロジェクトのご提案についてのご相談は、お近くのサポート窓口へ
ご連絡願います。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７９／本文　※柱に注意！／０１４～０２６　経営のアドバイス  2011.05.20 10.08.00  Pag



経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

２．食クラスター連携協議体（FC/NW）への参画状況について

９５０合 計

３．０％２８金融機関
金

１９．９％１８９（小 計）

０．７％７
国・

独立行政法人

１７６市町村、市町村関連機関１９．２％１８２市町村官

大学、高専、高校、専門学校２．４％２３大学等学

７４．７％７１０（小 計）

農水団体、業界団体、支援機
関、経済団体（商工会議所、商
工会等）、消費者団体

２０．４％１９４団体・支援機関

マスコミ、観光、流通、商社、
建設、情報、サービス

１５．９％１５１企業（食以外）

食料品製造、食料品卸・小売、
食品機械、バイオ

３０．１％２８６企業（食関連）

農協、農業生産団体８．３％７９生産者等産

２８６合 計

研究開発、化粧品、安全性試験１０バイオ関連

１１食関連機械

店舗・ネット販売も含む６７卸・小売・販売

製氷、飼料、豆腐 など（２７）上記以外

調味料、スープ（９）調味料

（１４）冷凍食品・惣菜

（１７）製粉・製麺

（１７）酒類・飲料

健康・機能性食品（１３）健康食品

食肉、ハム・ソーセージ等（１４）畜産

牛乳、チーズ、アイスクリーム等（１６）乳製品

（２４）パン・菓子

（４７）水産加工

１９８食料品製造業

（再掲） 企業（食関連）の業種別内訳

（注）「プロジェクト」とは、食分野（農林水産業・食品加工業・バイオ産業・製造機械工業・流通
業・ＩＴ・建設業・観光業など幅広い産業が関連）における生産から加工・流通・販売・消費まで
の一連の活動に関して参画事業者から提案された、課題を持った事業をいいます。

平成２３年３月末現在、９５０機関が参画。内訳は以下のとおり。

○「食クラスター連携協議体」へ参画することにより、食に関する様々な情報が入手でき、参画

者間の多様な交流の推進により、プロジェクト（注）の発展や、それぞれの参加者の持つ課

題や問題点の解決が容易となり、さらには食クラスターに関する様々な事業への参画も可能

となります。また、参画者の意見を聴取して、国や道が行う新しい施策に反映できるように

努めていきます。

○「食クラスター連携協議体」への参画は無料です。

ホームページやメルマガを通じて食関連の様々な事業の情報提供もおこなっており、これらの

事業の中には有料のものもあります。

○参画については、今の時点でプロジェクト（注）がなくても、活動内容についてご賛同いただ

ける方であれば、幅広くご参画頂けます。なお、参画した方が他のプロジェクトのパート

ナーとなる可能性もあります。
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

３．提案プロジェクトの推進フロー、推進状況について

図表２ 提案プロジェクトの推進フロー図

１６８件合 計

提案者と対応し、アドバイス等を実施。これを基
に提案者が課題を整理中またはプロジェクトの再
構築中

１１件再提案待ち

（６件）その他機関

推

進

機

関 ※詳細は「３．地域の支援体制」に記載（２５件）
総合振興局･振興

局

先導的モデル事業（注）の４件に統合・実施（１１件）北海道

農商工連携事業等で実施（１２件）経産局

（１４件）道総研

（５４件）ノーステック財団

１２２件推 進 中

専門家等派遣、補助制度等の紹介、マッチングの
実施、ホームページ・メルマガ等で紹介 など

３５件
解 決 済

（提案者の了解済）

提案プロジェクトの推進状況（平成２３年３月末現在）

（注）先導的モデル事業：食クラスター推進のための道の委託事業、＠５００万円／件×４件

１６８件合 計

８件
その他

（要望等）

２件
投資促進

（企業誘致等）

４１件
マーケティン

グ・販路開拓

１１７件

高付加価値化

（技術開発・

商品開発等）

提案内容（目的別）

推進方法を

検討・実施。

その結果、

平成２２年５月、提案プロジェクトの支援方法および支援体制を決定する全道レベルのサポート

体制として「戦略タスクフォース（TF）」を設置し、初年度は検討会議を１５回開催しました。

提案プロジェクトの推進フローは図表２に示す通りです。

平成２３年３月末現在、食クラスター連携協議体参画メンバーから１６８件の提案がありました。

提案内容の分類および其々の推進状況は以下の通りです。
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

４．提案プロジェクトの事例について

図表３ 主な提案プロジェクト（１／３）

・食クラスター連携協議体参画企業
である道外菓子卸企業へ試供品を
提供
→新たな販売につながった
・食クラスター連携協議体企業との
マッチングを開催（９月２４日、１０
社参加）
→５社に試供品を提供。参加企業
から売り先や用途に関する貴重
なアドバイスをいただく。

・ノーステック財団へのつなぎ
→今後のビジネス展開について相
談を受けながら推進中

・ノーステック財団では新たな販売
先としてＳ社（東京）を紹介
→現在、Ｓ社の商品への採用を検
討中

・食品加工研究センターとＳ農業協同組合
の共同研究により、「低温濃縮＋乳酸菌
の加温殺菌」（特許取得）によるヨーグル
トペーストを開発（商品名「ピュアブラ
ン」）。
・ピュアブランの特徴は、製菓店などの製
造工場に持ち込んでヨーグルト味を添加
できる。また他社発酵乳濃縮ベースと比
較して、色が乳白色であること、クリー
ムチーズと比較してカロリーが約半分・
カルシウムが約３倍であること、さらに
は香料安定剤を使用せず、北海道産の牛
乳とビートグラニュー糖のみの原料で出
来ているという特徴を持っている。
・現在、道内外の洋菓子製造企業に業務用
として販売されているが、更なる販路開
拓と拡大に向けた支援について提案があ
った。

他の食品へ乳酸発酵の影響を与えな
いヨーグルト味の新食品素材（ペー
スト）の販路拡大
○提案者
・Ｓ農業協同組合（札幌、商品製
造）
・道総研 食品加工研究センター
（江別、技術指導）
○連携機関
・ノーステック財団（コーディネー
ト機関）
・Ａ社（東京、試供品によるテスト
販売の実施）
・食クラスター連携協議体参画
メンバー１０社とのマッチングを実
施
・Ｓ社（東京、商品採用を検討中）

１

支援内容提案概要プロジェクト名等№

食品加工研究センターとＳ農業協同組合の共同研究成果を更に販路拡大という課題解決に向
けてプロジェクトの提案があったケースで、食クラスターの食関連参画メンバーとのマッチ
ング、コーディネート機関であるノーステック財団へのつなぎにより販路拡大へ向けた取組
みを推進しているケースです。

○「食クラスター連携協議体」に提案されるプロジェクトの要件は「食分野に関するもので提案

者が他の参画者との連携協働を得て取組もうとする（または、更なる発展を図ろうとする）も

の」で、「本道の経済発展に資するもの」です。

○プロジェクトの提案者は企業、大学、研究機関をはじめ、「食クラスター連携協議体」に参画

する方であれば、誰でもなることができます。

ご提案いただくプロジェクトの規模は問いません。小さな取組みでもそのことが成功すること

により、確実な経済効果が得られると考えられるほか、他の取組みへの波及も期待できます。

ここでこれまでに提案のあったプロジェクトの事例紹介をしたいと思います。
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

図表３ 主な提案プロジェクト（２／３）

・連携体制の構築（提案者と食品加工研
究センターとのマッチングによるプロ
ジェクトチームの設置）
→公設試験研究機関が実施した研究開
発を活用した高付加価値商品の開発
を行うとともに、ＩＴ企業との連携
によるイメージキャラクターやＰＲ
活動を行い効果的なブランド化の推
進体制の構築につながった。

・事業推進費の確保
→道の戦略的食クラスター先導的モデ
ル事業に採択され推進中

・企画提案
→商品企画検討会議や各種イベント企
画会議に出席し、新商品開発のアド
バイスや商品プロモーション方法な
どを提案

・事業実施状況は次のとおり。
①新商品開発
・食品加工研究センターと事業者との
共同研究により「フルーツ甘酒」「棒
グミ」などを開発。更に小果実の果
汁を使用した新商品を開発中
②プロモーションによるブランド化の
推進
・ＰＲキャラクターである小果実三姉
妹「リトルベリーズ」のデザインを
決定し、１１月１９日に「お披露目会」
を開催
・ホームページの開設、新聞・テレビ
でのキャラクター発表によって認知
度が向上。（グーグル検索数は約３０万
件）
・ブース出展と試飲会などの開催。（幕
張メッセ、秋葉原、サッポロファク
トリー、札幌雪まつり７丁目会場）
・札幌市内ホテルの「スプリングパー
ティープラン」で、食クラスター連
携メニューのひとつとして小果実を
使用したデザートの提供が決定。（２
月～４月末）
・Ｍ社との連携により、ハスカップを
利用した菓子の発売が決定。（平成２３
年６月予定）

・北海道が全国生産量のほぼ１００％を
占め且つ近年道内各地域で生産量が
増加している北方系小果実（ハスカ
ップ、アロニア、シーベリー）は、
ジャムやジュース、菓子類ばかりで
はなく果実酒、食酢、健康食品など
に利用され商品数は増加している。
一方、知名度が低いことや単価が高
いことなどから生産に見合う販路開
拓ができていない状況にある。
・今回食クラスター連携協議体に対し
て、道内各地域の事業者からこれら
小果実の商品開発や販路拡大支援に
関する提案が個別に４件寄せられ
た。
・また道内ＩＴ企業からは、北方系小
果実関連商品に“統一商品キャラク
ター”を付加した商品プロモーショ
ンを実施すべく、事業者を紹介して
ほしい旨の２件の提案があった。
・食クラスター連携協議体事務局で
は、これら相互に関連性の高い提案
を一元化し、より大きな取り組みへ
と誘導して推進することとした。

北の小果実のブランド化
○提案者
・苫小牧地域ハスカップ利活用協議
会
・北海道アロニア研究会
・シーベリー研究会
・美唄市
・Ｈ社（キャラクターおよび商品企
画）
・Ｃ社（キャラクター付与）
・Ｓ社（販売）
○連携機関
・道総研 食品加工研究センター
（江別市、機能性分析、商品開発
に関する技術指導）

２

支援内容提案概要プロジェクト名等№

各社が単独で取組んでいた北方系小果実を使った商品を取
り纏めてブランド化へ取組むとともに物語性をもったキャ
ラクタ－を付与、お披露目会などを開催し、ホームページ
の開設、マスコミ等を通じてPRを行った結果、認知度が
大幅に向上し、各種イベントなどではキャラクター人気の
効果などもあり、大幅な売上増加に繋がっている。
数社の事業者から商品開発、販路拡大の課題解決へ向けた
提案プロジェクトと統一商品キャラクター提案のプロジェ
クトを事務局が中心となって大きな取組みに誘導して推進
しているケースです。

小果実三姉妹リトルベリーズ
ハスカップ、アロニア、

シーベリー
（左から）
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― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

図表３ 主な提案プロジェクト（３／３）

・ノーステック財団では、道外に販路を持
つ販売企業を発掘
→Ｋ社（小樽）が参画
・ノーステック財団では、チーズ工房５１社
に対して道外への出品希望についてのア
ンケート調査を実施
→１９社より出品希望あり
・道外への販促のコーディネート
→ノーステック財団では、Ｋ社と連携
し、１９社の中からチーズ工房を選定し
た上で、販売に向けて取引条件やパッ
ケージデザイン等を調整する

・今後、市場の評価等を踏まえ、商品改善
とコスト低減に向けた検討を行ってい
く。

・本州や東アジア地域の道内乳製品
に対する評価は、安全で美味しい
とのブランドイメージが強く、商
品価値は高いものと考えられる。
・一方、北海道内には８０社を超える
小規模なチーズ工房があり、それ
ぞれが個性を出したチーズづくり
に取り組んでいるが、各社が単独
で販売網を開拓していくのは困難
な状況となっている。また、製造
量が少ない小規模チーズ工房で
は、製造原価が高くなるため販売
価格も高くなり、これが販売網の
構築を困難にしている要因の一つ
となっている。
・食品加工研究センターでは、チー
ズ製造マニュアルや香気特性によ
る品質評価マニュアルを利用した
技術支援に取り組み、他府県産
チーズとの差別化などを図り販売
促進につなげることとしている
が、これらの取組と連動した更な
る北海道小規模チーズ工房製チー
ズの販売促進に向けた支援につい
て提案があった。

道内各地で特色あるチーズを製造し
ている小規模チーズ工房のチーズの
販売促進

○提案者
・道総研 食品加工研究センター
（江別）
○連携機関
・ノーステック財団（コーディネー
ト機関）
・道内チーズ工房１９社（製造）
・Ｋ社（小樽、販売）

３

支援内容提案概要プロジェクト名等№

小規模チーズ工房が抱えている課題解決（販売網構築および販売促進など）について技術
支援を実施している食品加工研究センターからプロジェクト提案があったもので、連携機
関であるノーステック財団につなぎ、食クラスター担当のコーディネーターが中心となっ
て連携できる企業を発掘し、販売拡大へ向けた取組みを実施しているケースです。

○事例にあるような企業を中心とした参画メンバーからの提案プロジェクトに対しては戦略タス

クフォースとの連携により一定の支援を行っております。

今後もプロジェクトの着実な推進を目指すとともに支援施策の効果的な活用に取組みます。

○プロジェクトについては引続き、生産者・企業・大学・研究機関、等からのご提案をお待ちし

ておりますし、農商工連携や６次産業化案件など複数の者で取組んでいるものも対象になりま

すのでどしどしご提案願います。

○今後については、大きな経済効果を生み出すために、戦略タスクフォースに参画している支援

機関や試験研究機関などの協力によって全道に波及効果が見込まれるプロジェクトも企画・検

討していきたいと考えております。
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― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

５．地域の支援体制について（総合振興局、振興局）

上川総合振興局における地域の支援体制

コーディネートチーム

○上川総合振興局（リーダー）

○旭川生活文化産業振興協会

○旭川食品産業支援センター

○ＪＡ北海道中央会旭川支所

○上川農業改良普及センター

○ノーステック財団（札幌）

○北海道中小企業総合支援センター（札幌）

○北海道立総合研究機構（道内２２機関）

生産者

企業

一次産業団体

商工団体

金融機関

大学

行政、等

支援・連携・協働

○「とまとドレッシング」・「りんごドレッシング」の販路拡大

○牛肉旨味成分向上プロジェクト胆振総合振興局

（２件）

○北海道の梅を使った梅酒の開発後志総合振興局

○由仁商業高校考案の「エゾシカボルシチ」

○赤平市の食ブランド開発空知総合振興局

（２件）

提案プロジェクト名称担当振興局

○食クラスター活動をオール北海道で展開するため、道内１４の総合振興局・振興局に専任部署を

設置し、活動を実施しています。そのうち、上川総合振興局（旭川をはじめとする道北地域）

における地域の支援体制は以下の通りです。

○提案プロジェクトのうち、現在総合振興局・振興局が担当機関となって推進している提案中の

主な案件は２３年３月末現在、次の２４件です。

・発展可能性の高い案件の発掘 → １１件を発掘
・支援方策及び支援体制の協議
・食クラスター関連事業への協力
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― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

○釧路産海藻ポーク商品化企画釧路総合振興局

○「おおなご」拡販プロジェクト

○宗谷産もずく販路拡大チャレンジ事業宗谷総合振興局

（２件）

○ヤーコンの残渣を活用した機能性食品などの開発プロジェクト

○日本で一番美味しくて売れる北海道シュウマイプロジェクト

○近海物珍味の開発

○北里八雲牛の販路拡大・ブランド化

○「王様しいたけ」ブランド化への取組

○鹿部産「タラコ」のブランド化への取組

○函館男爵黒豚を使った加工品の開発

○八雲熊石産「船上活締めサクラマス」を使用した高付加価値塩蔵品の商品開発

○ワラヅカを使った商品開発について

○はこだて和牛の販路拡大・ブランド化

○極大粒大豆「たまふくら」ブランド化への取組

○未利用資源「ツガルウニ」の加工法研究

○雑海藻有効利用プロジェクト

○ヤーコンの残渣を活用した機能性食品などの開発プロジェクト渡島総合振興局

（１４件）

○きた☆HOKKAIDOカステラプロジェクト 他上川総合振興局

○日高広域エリアによるご当地グルメ開発日高振興局

○地域の総合振興局・振興局においても支援体制を構築し、（総合）振興局を超えて事業者が連

携しているケースも見受けられるなど地域での支援体制も整いつつあります。

○また、道内各地域における食クラスター活動の普及及び活性化を図るため道内６圏域について

圏域毎に各（総合）振興局と協議し、地域の特性に応じたテーマで食クラスターフォーラムを

開催するなど地域発のプロジェクト増加に向けた取組みを実施しております。

○地域においては、（総合）振興局と管内市町村、商工会議所、商工会、金融機関等との連携強

化によるプロジェクトの発掘・推進を行うとともに、地域におけるサポート体制およびコーデ

ィネート体制の強化を行っていきたいと考えております。
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― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

６．戦略ワーキンググループついて

○企業・生産者や業界が抱える課題解決を図るため、当該事業者および専門家で構成する戦略

ワーキンググループを設置し、具体的な検討を実施してプロジェクトの創出と推進に繋げてい

きます。

現在は６つの課題解決を図る戦略ワーキンググループの設置を決定し、具体的な検討をスター

トしております（一部のワーキングは設置を検討中です）。

（１）大豆ワーキング

・道産大豆は、輸入大豆の価格下落や国内景気の低迷などにより、需要が低迷していることから

産地と実需者の取組みを促し、道産大豆の加工販売と消費拡大に繋げていく方策の検討を行い

ます。

（２）小麦ワーキング

・食クラスター活動の展開に際し、製麺、菓子、製パン業界から、道産小麦に対する要望（価格

安定、道内流通量の確保、品質向上など）が数多くあげられていることから、用途に適した小

麦の生産・需要拡大や小麦の国内流通制度の迅速な改善方策について検討を行います。

（３）野菜ワーキング（※設置を検討中）

・農産物の輸入自由化が懸念される中、輸入品との競合力をもつ野菜を戦略作物と位置付け、国

産品の端境期に出荷できる生産・出荷体制の構築に向けた検討を行います。

（４）物流ワーキング（※設置を検討中）

・北海道の中小零細メーカーから首都圏アンテナショップ、物産展などへの出展輸送について

は、宅配便による輸送に頼らざるを得ず、多額の物流コストを負担していることから、小口荷

物の共同物流システム構築に向けた課題解決に向けた検討を行います。

（５）輸出ワーキング（※設置を検討中）

・北海道から東アジア地域へ向けて食品の輸出を促進していくために必要な輸送システムについ

て検討するとともに、具体的な商品を輸出していく上での課題や恒常的に輸出していく上で必

要とされる支援メニューなどについて検討を行います。

（６）北海道アイスクリーム輸出促進協議会

・北海道産アイスクリームの全国への販路開拓・拡大、更には東南アジア諸国への輸出も見据え

て、道内アイスクリームメーカー５社、流通商社、物流会社がメンバーとなり、ノーステック

財団を事務局として協議会を設置して、具体的な販路拡大に向けた取組みについての検討を行

っております。
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― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

７．その他の取組みについて

８．活動の総括について

（１）食クラスター連携協議体参画メンバーの取組み

・食クラスター活動の推進に向けて、食クラスター連携協議体の参画メンバーが主催するイベン

ト、調査事業、国内および海外への販売拡大事業について支援と協力を行い、一体となった活

動を展開しております。

（２）専門家ヒアリング等

・企業および業界が抱える課題を把握するため、企業等を訪問し、また、専門家からお話を伺う

場として勉強会や懇談会を開催しました。ここで抽出された課題等については、戦略ワーキン

ググループ（「６．戦略ワーキンググループ」参照）を設置して課題の深堀をし、提言・要望活

動に反映していきます。

（３）提言および要望活動

・食クラスター活動の根幹である農水産業の基盤強化および食関連産業の振興に向け、農水省・

内閣府の会議に道経連の近藤龍夫会長が出席し、北海道の現状と課題および要望事項について

意見を述べております。

（４）新聞等掲載記事

・食クラスター活動の普及促進を目的として、新聞やTV取材への協力、雑誌等への投稿を行う

とともに、道内各地域で講演を行っております。

（５）ホームページおよびメルマガ

・食クラスター連携協議体参画メンバー間の情報発信・情報交流ツールとして、ホームページを

整備するとともに、メルマガを定期的に発信しております。

（６）「食クラ・フェスタ」（食クラスター成果発表会）

・食クラスター連携協議体に提案されたプロジェクトについて、連携・協働で推進した成果を流

通・食品企業や支援機関、マスコミ等を対象に発表し、食クラスター活動を一層普及させると

ともに、食クラスター連携協議体の参画者相互の交流の場所とすることにより、新製品等成果

品の販路拡大等につなげることを目的に平成２３年３月８日に開催しました。

当日は食クラスター連携協議体参画者および食品加工・流通事業者など約４００名の関係者に参

加いただきました。

○食クラスター活動は、「オール北海道の連携協働で、北海道ならではの食の総合産業の確立」

を目指していこうというチャレンジです。

初年度である平成２２年度は、下記のような活動によって、既存のそれぞれの活動に“横ぐし”

を通すことによって、全道的な活動へ広がってきています。
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― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

９．今後の活動の進め方について

（１）多様な構成員、全国に例を見ない取組みはまさに「食のオーケストラ」

・様々な取組みに主体的に参画・協力する人たちが多く集い、課題を解決し、大きく発展させる

オール北海道の支援体制を整備することができました。

（２）全道レベルのサポート体制

・これまでも食関連の課題解決に対して、技術や経営面での支援に多くの実績を有する道立総合

研究機構、道中小企業総合支援センター、ノーステック財団、中小企業基盤整備機構が加わ

り、迅速な情報共有の下、各機関の知恵とノウハウを持ち寄り、課題を効果的に解決していく

体制ができました。

（３）連携協働の促進

・従来は各企業および地域内でバラバラに取組んでいた課題を統合し、関係者が参画したプロジ

ェクトチームを設置して推進しております。

・クラスター故に、１社単独の取組みではなく、支援機関または食クラスター連携参画企業や団

体が主体的に参画しており、これにより、従来は１企業の活動に留まっていたものが、大きな

活動に発展する可能性が出てきております。

（現在推進中の提案プロジェクトのうち、大半が連携協働による取組みとなっています）

・提案プロジェクトを分析すると、オール北海道への広がりを感じさせる検討テーマが浮かび上

がってきています。（鮭、乳製品など）

○平成２３年度は次の３つを大きな推進の柱として食クラスター活動に取組んでいきます。

（１）連携・協働の充実

・各地で開催される交流会やセミナー等を通じて各地の一次産業団体等との連携を図り、生産者

や食関連企業（食品加工、卸・小売、物流等）の参画促進を進めていきます。

・参画者およびプロジェクト提案者へのアンケート調査の実施により食クラスター連携協議体へ

の要望等を把握していくとともにホームページやメルマガの積極的な活用により参画者に有益

な情報を迅速かつ的確に提供していきます。

・また、道内消費者やマスコミとの連携により販売拡大へ向けた取組みを実施していきます。

（２）大きな経済波及効果が期待されるプロジェクトの創出や販路の拡大など成果の発現

・提案されたプロジェクトに対してより一層迅速、着実な対応を行うとともに、より効果的な支

援施策（参画メンバーが実施している販路拡大イベントなど）の提供を行っていきます。

・全道的な業界団体や食品企業等への訪問活動の実施や戦略ワーキンググル―プの検討課題から

新たな連携協働プロジェクトの創出と推進を行っていきます。

・地域の取組み強化策として（総合）振興局と管内市町村、商工会議所、商工会、地域金融機関

との連携強化によるプロジェクトの発掘・推進を行うとともに地域におけるサポート体制およ

びコーディネート機能の強化を図っていきます。
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― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号

（３）食クラスター活動の環境整備

・食クラスター活動と国、道、支援機関等で実施する支援施策や関連事業を取り纏め、マスコミ

やホームページ・メールマガジンなどを活用して周知を図っていくとともに効果的な支援方策

に結び付けていきます。

・また、支援充実のためのコーディネーター派遣を強化していきます。

・道経連などが進めている北海道フード・コンプレックス国際総合戦略特区構想との連携を進め

ていきます。

※まだまだ多くの食関連企業のご参画をお待ちしております。

公式ホームページからご参画の手続きができます。

詳しくはこちらをご参照願います。⇒ http : //www.fc-nw.jp/
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△５．２９５．３△２．４１０２．５△１２．６９５．０△５．８９８．２△１２．７９４．４△７．８９６．１２０年度
１．９１００．５△０．３１０５．０３．２１０８．７△０．５１０４．２２．７１０８．１０．３１０４．２１９年度

前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
在庫指数出荷指数生産指数

鉱工業指数

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

経済産業省、北海道経済産業局資料

△３．３p １０，０７４０．７p ６１，７１８△１５．０p ５，００２△９．７p １７，８２９△７．７p １５，０７６△２．０p ７９，５４７３月
０．４r ９，７５９０．５r ５４，３９８０．６４，７１０△１．４１５，９３６０．５r １４，４６９０．０r ７０，３３４２月

△０．４１１，３８２△０．９５９，８９１△１．１６，０２４△５．６１９，０５７△０．７１７，４０６△２．２７８，９４８２３年 １月
△１．８１２，９５４△０．９７７，７３５△１．５７，８３９△３．９２５，５１５△１．７２０，７９３△１．７１０３，２５０１２月
０．５１０，６０８△１．７５８，３４８△０．４６，０２６△４．９１８，０４３０．１１６，６３４△２．５７６，３９０１１月
０．３１０，５７５０．９５９，３０００．６５，５５６△１．３１８，１７９０．４１６，１３１０．３７７，４７８１０月
０．１１０，２４００．５５６，０６１△５．０４，８５８△３．６１６，８５７△１．７１５，０９８△０．５７２，９１８９月

△１．３１１，１１０△１．５６１，２０８△３．０４，７４３△２．５１６，２８７△１．８１５，８５３△１．７７７，４９５８月
△１．２１１，００６△０．７６０，０５４△１．４６，５１３△１．５２０，２４２△１．３１７，５１９△０．９８０，２９６７月
△１．６１０，２７２０．３５５，１２６△５．７５，３６２△０．９１７，２７３△３．１１５，６３４０．０７２，３９９６月
△４．９１０，２９６△２．８５５，７０９△２．１５，３５９△０．５１７，４９６△３．９１５，６５６△２．３７３，２０５５月
△３．６１０，１９３△１．４５５，４９２△３．７５，２７６１．１１７，５１９△３．７１５，４６８△０．８７３，０１１４月
△５．６９，９１８△３．５５５，９７７△３．６５，９１５△３．５１９，９９５△４．９１５，８３３△３．５７５，９７２２２年 ３月
△１．１p ３１，２１５０．１p１７６，００７△５．５p １５，７３６△５．８p ５２，８２３△２．７p ４６，９５１△１．５p２２８，８２９２３年１～３月
△０．５３４，１３７△０．６１９５，３８２△０．６１９，４２１△３．４６１，７３６△０．５５３，５５８△１．３２５７，１１８１０～１２月
△０．８３２，３５６△０．６１７７，３２３△３．０１６，１１４△２．５５３，３８６△１．６４８，４７０△１．１２３０，７０９７～９月
△３．４３０，７６１△１．３１６６，３２６△３．８１５，９９７△０．１５２，２８８△３．５４６，７５８△１．０２１８，６１４４～６月
△４．９３０，１１８△２．７１６１，５９３△４．９１６，８８６△１．８５７，５００△４．９４７，００４△２．５２１９，０９３２２年１～３月
△１．４p１２８，４７０△０．６p７１５，０３８△３．１p ６７，２６７△３．０p２２０，２３３△２．０p１９５，７３７△１．２p９３５，２７１２２年度
△５．１１２５，１３１△３．３６７４，７６９△８．６７０，５４４△４．６２４６，０８６△６．４１９５，６７５△３．６９２０，８５５２１年度
△２．５１２８，１４７△５．２６５０，４０４△６．７７８，４４２△６．５２８３，３１７△４．２２０６，５８９△５．６９３３，７２０２０年度
△１．１１２８，２３８△２．１６４５，０２２△０．８８４，２８７△３．５３０９，９４７△１．０２１２，５２５△２．６９５４，９７０１９年度

前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
スーパー百貨店大型店計

大型小売店販売額

主要経済指標（１）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号
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■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

日本経済新聞社日本銀行総務省経済産業省、北海道経済産業局資料

９，７５５８１．７９０．０９９．６０．８１００．１７．２７，１１６５．４３７，３０２３月
１０，６２４８２．５３０．０９９．３０．７９９．８５．９６，２６８４．７３３，３８４２月
１０，２３８８２．６３０．０９９．４０．６９９．７４．５６，６３８３．８３５，８２８２３年 １月
１０，２２９８３．４１０．０９９．６０．５９９．９２．８７，２６７１．８３９，６７４１２月
９，９３７８２．４８０．１９９．９０．４９９．７０．７６，６２００．０３５，６４７１１月
９，２０２８１．８７０．２１００．２０．４９９．９△６．０６，５１５△７．３３５，１１５１０月
９，３６９８４．３８△０．６９９．８０．０９９．６１２．２７，６１０１２．３４２，０１１９月
８，８２４８５．４７△０．９９９．５△０．３９９．１０．７７，４２７１．１４１，４５３８月
９，５３７８７．７２△０．９９９．２△０．３９８．９０．３７，３６３１．２３９，９４０７月
９，３８３９０．９２△０．７９９．７△０．１９９．６△１．４６，６９２１．４３７，４３８６月
９，７６９９１．７４△０．９９９．７△０．２９９．５△３．７６，７０３△３．０３６，１７２５月
１１，０５７９３．３８△１．２９９．６△１．０９９．１△３．９６，４３８△２．１３３，９８７４月
１１，０９０９０．５２△１．１９９．６△１．３９９．３△５．１６，５２５△２．２３４，４９８２２年 ３月
９，７５５８２．３２０．０９９．４０．７９９．９５．９２０，０２２４．７１０６，５１４２３年１～３月
１０，２２９８２．５８０．１９９．９０．４９９．８△０．９２０，４０２△１．８１１０，４３６１０～１２月
９，３６９８５．８６△０．８９９．５△０．２９９．２４．２２２，４００４．７１２３，４０４７～９月
９，３８３９０．０１△０．９９９．７△０．４９９．４△３．０１９，８３３△１．２１０７，５９７４～６月
１１，０９０９０．６５△１．２９９．４△１．５９９．２△５．２１８，５０１△１．９９９，０６９２２年１～３月
９，７５５８５．６９△０．４９９．６０．１９９．６１．５８２，６５７１．６４４７，９５１２２年度
１１，０９０９２．８０△１．６１００．０△３．０９９．５△４．２７９，３８３△１．４４３０，９２２２１年度
８，１１０１００．４６１．１１０１．７１．４１０２．５５．４８０，５５６４．８４３０，６２４２０年度
１２，５２６１１４．２００．３１００．６０．６１０１．１△０．９７５，１６１△１．６４０８，２９２１９年度

円
月（期）末円／ドル前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円

年月

日経
平均
株価

円相場
（東京市場）

全国北海道全国北海道

消費者物価指数（総合）コンビニエンス・ストア販売額

�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会資料

△３７．４３６３，５７３△２８．４４，６７１△２９．１６，７８８△４０．５４，８２０△３２．７１６，２７９３月
△１３．８３４１，０３４△１．１３，６９７△１０．０４，３１５△２４．０３，１７４△１２．０１１，１８６２月
△１９．０２５９，０７９△８．８２，７５３△１１．１３，４８８△３０．１２，３３４△１６．６８，５７５２３年 １月
△２５．５２３９，６５６△９．７２，３５０△２６．８２，８４３△３１．８２，３７８△２４．１７，５７１１２月
△２９．８２５８，７３２△２３．９２，６４４△２６．５３，８４１△２０．７３，０５０△２４．０９，５３５１１月
△２５．９２５１，４９３△１０．５３，１３１△２８．２３，５９０△２９．５２，７７０△２３．６９，４９１１０月
△３．２４００，６６３６．５４，５０３△１４．４５，２８０２．６５，１３１△３．１１４，９１４９月
４０．１３６９，２１０１４．３３，６３０５１．５５，８７２４５．１４，１７４３７．７１３，６７６８月
１２．９４２０，５９３１１．３４，２１１△０．８８，１６４２１．６５，３９０８．０１７，７６５７月
１８．１３７７，１６２８．６４，２３６６．６６，６５３２６．６５，０５６１２．８１５，９４５６月
２３．０３００，７６０１７．０３，８２６２５．９５，１２７２６．５４，０４９２３．３１３，００２５月
２６．４２９８，３１１１１．９４，０２８２４．３６，５０１５７．８４，２６６２８．３１４，７９５４月
２５．２５８０，３３７△４．２６，５２２１３．５９，５８０５５．０８，１００１８．２２４，２０２２２年 ３月
△２５．６９６３，６８６△１６．３１１，１２１△２０．３１４，５９１△３３．９１０，３２８△２３．６３６，０４０２３年１～３月
△２７．２７４９，８８１△１５．１８，１２５△２７．２１０，２７４△２７．２８，１９８△２３．９２６，５９７１０～１２月
４．６１，０９８，５１５１０．３１２，３４４５．７１９，３１６１９．４１４，６９５１１．０４６，３５５７～９月
２２．０９７６，２３３１２．２１２，０９０１７．６１８，２８１３５．１１３，３７１２０．８４３，７４２４～６月
２４．１１，２９５，６８８△２．１１３，２８０１６．３１８，２９９６５．６１５，６１４２１．９４７，１９３２２年１～３月
△９．３３，７８８，３１５△２．５４３，６８０△５．７６２，４６２△５．１４６，５９２△４．６１５２，７３４２２年度
６．８４，１７５，４５７△５．６４４，８１５４．３６６，２２３２５．４４９，０７８６．７１６０，１１６２１年度

△１１．０３，９０８，８８０△３．４４７，４８８△１１．３６３，４９０△１９．２３９，１４５△１１．２１５０，１２３２０年度
△３．７４，３９０，３４４△１０．８４９，１５２△７．５７１，５５７１０．６４８，４４０△４．１１６９，１４９１９年度

前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台

年月
普・小・軽・計軽乗用車小型車普通車合計
全国北海道

乗用車新車登録台数

主要経済指標（２）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号
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■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

内閣府北海道建設業信用保証�国土交通省資料

６．８１１，８２５△３．５１２，９４２２５．０１２８，２１２△２．４６３４△９．４２，１６０３月
７．６６，９２２４．２６，０３４△１０．５１６，９１３１０．１６２３３０．８１，７９７２月
５．９６，０１９△９．９５，２１８８９．４１７，９５５２．７６６７６１．２１，９５０２３年 １月

△１．６７，７７１△１８．１７，０９０１４．７３４，９９７７．５７４５△５．２２，４００１２月
１１．６６，４４２△６．３７，９１２△２２．７３９，３９４６．８７２８△１５．０２，６１３１１月
７．０６，３５８△１８．１１０，３６７△３９．８５５，５０６６．４７１４６．８２，７８７１０月
４．２９，４５９△１８．８１１，６２０△３０．０６９，５８５１７．７７２０７．８２，５０７９月
２４．１７，０７３△８．４９，２１６△２３．３７３，８３１２０．５７２０２１．１２，９４１８月
１５．９６，８４４△８．８１１，４１０△１２．０１０６，２３０４．３６８８２３．６２，８２５７月
△２．２８，２７０△５．８１０，３３８△２３．６７８，６４８０．６６８７３．２２，９８０６月
４．３６，３８９△５．９７，４０２△９．６６０，１２５△４．６５９９１４．３２，４１５５月
９．４６，８８０△０．１１３，２７８△６．２１３８，０４４０．６６６６６．５２，５４７４月
１．２１１，０６８△１６．０１３，４１１△２．６１０２，５７１△２．４６５０２２．２２，３８４２２年 ３月
６．８２４，７６５△３．２２４，１９４２４．５１６３，０８０３．２１，９２４１８．９５，９０７２３年１～３月
４．９２０，５７１△１４．８２５，３６９△２５．２１２９，８９７６．９２，１８７△５．１７，８００１０～１２月
１３．０２３，３７６△１２．６３２，２４６△２１．１２４９，６４６１３．８２，１２８１７．５８，２７３７～９月
３．３２１，５３９△３．５３１，０１８△１２．６２７６，８１７△１．１１，９５２７．４７，９４２４～６月

△１．８２３，１８０△１１．８２４，９９２△６．７１３０，９５１△６．６１，８６５２０．９４，９６８２２年１～３月
７．０９０，２５１△８．８１１２，８２７△１２．６８１９，４４０５．６８，１９０８．４２９，９２２２２年度

△２０．６８４，３３７４．９１２３，７７６９．３９３７，６６５△２５．４７，７５３△２３．４２７，６１６２１年度
△１４．１１０６，１６８０．１１１７，９５１△２．９８５８，０８２０．３１０，３９２△１５．０３６，０５０２０年度
△３．０１２３，６４０△４．１１１７，８１８△８．１８８３，６４４△１９．４１０，３５６△１５．１４２，３９７１９年度

前 年 同
月比（％）億 円前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円前 年 同

月比（％）百 戸前 年 同
月比（％）戸

年月 全国全国北海道全国北海道

機械受注実績公共工事請負金額新設住宅着工戸数

■北海道の年度は暦年
値。

■年度および四半期の
数値は月平均値。

�東京商工リサーチ総務省厚生労働省
北海道労働局北海道観光振興機構資料

△９．９１，１８３２５．０４５４．９↓０．６００．４４△２７．６６６０３月
△９．４９８７１７．１４１４．６５．３０．６１０．４４△１．４８１０２月
△２．０１，０４１２．６３９４．７↑０．５９０．４２△１．１７８２２３年 １月
△２．９１，１０２△４．８４０４．６↓０．５６０．４２△３．０８１２１２月
△６．２１，０６１５．７３７４．８５．１０．５５０．４４△４．７８０８１１月
△９．９１，１３６△２３．１３０５．０↑０．５４０．４５△０．３１，００５１０月
△４．５１，１０２４６．２３８５．１↓０．５２０．４３△６．１１，１５２９月
△１４．２１，０６４△２０．９３４５．１５．００．４９０．４１△０．５１，３１６８月
△２３．０１，０６６０．０３９５．０↑０．４５０．３８０．８１，１３８７月
△１９．２１，１４８△４０．０３３５．２↓０．４３０．３７０．４１，０１１６月
△１５．１１，０２１△２２．２３５５．２５．５０．４１０．３５０．８９２５５月
△１３．１１，１５４△１９．６４５５．４↑０．４２０．３５４．５７５２４月
△１４．５１，３１４△４４．６３６５．３↓０．４７０．３９△３．１９１１２２年 ３月
△７．４３，２１１１４．７１２５４．７５．３０．６００．４３△１０．８２，２５２２３年１～３月
△６．５３，２９９△７．８１０７４．８５．１０．５５０．４４△２．５２，６２５１０～１２月
△１４．５３，２３２２．８１１１５．１５．００．４９０．４１△２．０３，６０６７～９月
△１６．０３，３２３△２７．６１１３５．３５．５０．４２０．３６１．７２，６８８４～６月
△１７．７３，４６７△３７．７１０９５．１５．２０．４６０．３８△０．２２，５２３２２年１～３月
△１１．３１３，０６５△６．７４５６５．０５．２０．５１０．４１△３．２１１，１７１２２年度
△８．８１４，７３２△３４．０４８９５．２５．２０．４２０．３５△５．８１１，５３９２１年度
１２．４１６，１４６２１．５７４１４．１５．００．７４０．４３△４．４１２，２５３２０年度
７．７１４，３６６１１．７６１０３．８５．２０．９７０．５１△２．０１２，８１７１９年度

前 年 同
月比（％）件前 年 同

月比（％）件原数値
倍
原数値

前 年 同
月比（％）千人

年月
％

全国北海道全国北海道全国北海道北海道

企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）完全失業率（常用）来道客数 有効求人倍率

主要経済指標（３）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年６月号
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調査レポート 20062011
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179

●道内経済の動き 

●平成23年度道内企業の新規採用と雇用動向 

●食クラスター活動について 
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